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令和５年

第４回市議会定例会 議案第８号

令和５(2023)年度函館市水道事業会計補正予算（第２号）

第１条 令和５(2023)年度函館市水道事業会計補正予算（第２号）は，次に定め

るところによる。

第２条 令和５(2023)年度函館市水道事業会計予算（以下「予算」という。）第

３条に定めた収益的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。

（科 目） （既決予定額） （補正予定額）（ 計 ）

収 入

第１款 水道事業収益 4,881,267千円 △ 1,088千円 4,880,179千円

水 道 事 業
第１項 4,486,068千円 △ 1,088千円 4,484,980千円営 業 収 益

支 出

第１款 水道事業費用 4,744,221千円 △ 61,197千円 4,683,024千円

水 道 事 業
第１項 4,332,773千円 △ 51,854千円 4,280,919千円営 業 費 用

温 泉 事 業第２項 81,830千円 61千円 81,891千円
営 業 費 用

第４項 営業 外費 用 286,625千円 △ 9,404千円 277,221千円

第３条 予算第４条本文括弧書中「1,655,866千円」を「1,651,586千円」に，

「151,186千円」を「151,185千円」に，「688,173千円」を「683,894千円」に

改め，資本的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。

（科 目） （既決予定額） （補正予定額）（ 計 ）

収 入

第１款 資本的収入 1,814,461千円 △ 4千円 1,814,457千円

第５項 他会計負担金 69,286千円 △ 4千円 69,282千円

支 出

第１款 資 本的支 出 3,470,327千円 △ 4,284千円 3,466,043千円

第１項 建設 改良 費 2,353,160千円 △ 4,284千円 2,348,876千円

第４条 予算第９条中「943,643千円」を「887,566千円」に改める。

第５条 予算第９条を予算第10条とし，予算第６条から予算第８条までを１条ず

つ繰り下げ，予算第５条の次に次の１条を加える。

（債務負担行為）
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第６条 債務負担行為をすることができる事項，期間及び限度額は，次のと

おりと定める。

事 項 期 間 限 度 額

令和 5 年度から
配 水 施 設 事 業 費 182,700千円

令和 6 年度まで

令和５年１２月１日提出

函館市長 大 泉 潤



－3－

令 和 ５ 年 度 函 館 市 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収 入

予 定 額

款 項 目 備 考

既 決 額 補 正 額 計

千円 千円 千円

1 水道事業収益 4,881,267 △ 1,088 4,880,179

水 道 事 業
1 4,486,068 △ 1,088 4,484,980
営 業 収 益

2他会計負担金 302,207 △ 1,088 301,119 一般会計負担金「33,280千円」を「32,192千円」に改める。

支 出

予 定 額

款 項 目 備 考

既 決 額 補 正 額 計

千円 千円 千円

1 水道事業費用 4,744,221 △ 61,197 4,683,024

水 道 事 業
1 4,332,773 △ 51,854 4,280,919
営 業 費 用

給料，手当等，賞与引当金繰入額，法定福利費および法定福利費引
1原 水 費 110,561 528 111,089

当金繰入額を補正

給料，手当等，賞与引当金繰入額，法定福利費および法定福利費引
2浄 水 費 754,610 △ 2,644 751,966

当金繰入額を補正

給料，手当等，賞与引当金繰入額，法定福利費および法定福利費引
3配 水 費 300,134 △ 4,560 295,574

当金繰入額を補正

給料，手当等，賞与引当金繰入額，法定福利費および法定福利費引
4給 水 費 440,174 5,412 445,586

当金繰入額を補正

給料，手当等，賞与引当金繰入額，法定福利費および法定福利費引
5業 務 費 610,496 △ 10,043 600,453

当金繰入額を補正

給料，手当等，賞与引当金繰入額，法定福利費，法定福利費引当金
6総 係 費 469,668 △ 40,547 429,121

繰入額および退職給付費を補正

温 泉 事 業
2 81,830 61 81,891
営 業 費 用

1温 泉 供 給 費 52,203 49 52,252 給料，手当等，法定福利費および法定福利費引当金繰入額を補正

2総 係 費 638 12 650 退職給付費を補正

4営 業 外 費 用 286,625 △ 9,404 277,221
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予 定 額

款 項 目 備 考

既 決 額 補 正 額 計

支払利息及び 千円 千円 千円

1 188,545 △ 9,438 179,107 企業債利息を補正
企業債取扱諸費

消 費 税 及 び
2 96,849 34 96,883 納付税額を補正
地 方 消 費 税

資 本 的 収 入 及 び 支 出

収 入

予 定 額

款 項 目 備 考

既 決 額 補 正 額 計

千円 千円 千円

1 資 本 的 収 入 1,814,461 △ 4 1,814,457

2 他会計負担金 69,286 △ 4 69,282

5 他会計負担金 69,286 △ 4 69,282 一般会計負担金「69,286千円」を「69,282千円」に改める。

支 出

予 定 額

款 項 目 備 考

既 決 額 補 正 額 計

千円 千円 千円

1 資 本 的 支 出 3,470,327 △ 4,284 3,466,043

1 建 設 改 良 費 2,353,160 △ 4,284 2,348,876

水 道 事 業 原水及び浄水施設事業費「362,774千円」を「359,372千円」に，
1 2,111,236 △ 4,284 2,106,952
建 設 改 良 費 配水施設事業費「1,613,997千円」を「1,613,444千円」に，東

部地区水道施設事業費「78,231千円」を「77,910千円」に，消火

栓事業費「20,751千円」を「20,743千円」に改める。



（単位：千円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 45,970

減価償却費 1,652,954

固定資産除却費 40,354

貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 58

退職給付引当金の増減額（△は減少） △ 9,147

賞与引当金の増減額（△は減少） △ 1,478

法定福利費引当金の増減額（△は減少） 82

長期前受金戻入額 △ 243,197

受取利息及び配当金 △ 100

支払利息 179,107

有形固定資産売却損益（△は益） 757

小計 1,665,244

利息及び配当金の受取額 100

利息の支払額 △ 179,107

未払消費税等の増減額 29,181

業務活動によるキャッシュ・フロー 1,515,418

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 2,348,876

有形固定資産の売却による収入 421

国庫補助金等による収入 143,733

一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 69,282

その他収入 377,154

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,758,286

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 1,152,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 1,117,167

他会計からの出資による収入 71,867

財務活動によるキャッシュ・フロー 106,700

　　資金増加額（又は減少額） △ 136,168

　　資金期首残高 4,216,860

　　資金期末残高 4,080,692

令和５年度函館市水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書
（令和5年4月1日から令和6年3月31日まで）
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１　総　　　括

( )

( )

( )

※（　　）内は再任用短時間勤務職員およびパートタイム会計年度任用職員（外数）

手
当
等
の
内
訳

　ア　会計年度任用職員以外の職員

( )

( )

( )

※（　　）内は再任用短時間勤務職員（外数）

手
当
等
の
内
訳

　イ　会計年度任用職員

( )

( )

( )

※（　　）内はパートタイム会計年度任用職員（外数）

手
当
等
の
内
訳

給　　与　　費　　補　　正　　明　　細　　書

区　　　　分
職　員　数 給　　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　　費

法 定 福 利 費 合　　　　　計
特別職 一般職 報　　酬 給　　料 手 当 等 計
（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

補 正 後
8

684 474,236 250,912 725,832 158,469 884,301 
1 114

補 正 前
7

684 480,561 302,268 783,513 939,378 
1 115

比 較
1

△ 6,325 △ 51,356 △ 55,077 

区 分
管 理 職

扶養手当

155,865 

期末手当 勤勉手当

△ 57,681 2,604 
△ 1

小　　計 退職手当 合　　　計
手 当 手 当 勤務手当

住居手当 通勤手当
寒 冷 地 時 間 外

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）
補 正 後 8,208 13,018 5,515 8,350 9,877 18,437 101,573 77,254 242,232 8,680 250,912 
補 正 前 8,208 15,084 6,922 8,716 10,115 22,446 104,539 79,322 255,352 46,916 302,268 
比 較 △ 2,066 △ 1,407 △ 366 △ 238 △ 4,009 △ 2,966 △ 2,068 △ 13,120 △ 38,236 △ 51,356 

区　　　　分
職　員　数 給　　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　　費

法 定 福 利 費 合　　　　　計
特別職 一般職 報　　酬 給　　料 手 当 等 計
（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

補 正 後 684 454,184 245,675 700,543 153,743 854,286 
1 112

補 正 前 684 461,783 297,563 760,030 911,376 
1 113

比 較 △ 7,599 △ 51,888 △ 57,090 

区 分
管 理 職

扶養手当

151,346 

期末手当 勤勉手当

△ 59,487 2,397 
△ 1

小　　計 退職手当 合　　　計
手 当 手 当 勤務手当

住居手当 通勤手当
寒 冷 地 時 間 外

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）
補 正 後 8,208 13,018 5,515 7,347 9,877 18,371 97,557 77,254 237,147 8,528 245,675 
補 正 前 8,208 15,084 6,922 7,943 10,115 22,390 100,815 79,322 250,799 46,764 297,563 
比 較 △ 2,066 △ 1,407 △ 596 △ 238 △ 4,019 △ 3,258 △ 2,068 △ 13,652 △ 38,236 △ 51,888 

区　　　　分
職　員　数 給　　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　　費

法 定 福 利 費 合　　　　　計
特別職 一般職 報　　酬 給　　料 手 当 等 計
（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

補 正 後
8

20,052 5,237 25,289 4,726 30,015 
2

補 正 前
7

18,778 4,705 23,483 4,519 28,002 
2

比 較
1

1,274 532 1,806 207 2,013 

区 分
通勤手当

時 間 外
期末手当 小　計 退職手当 合　計

勤務手当
（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

補 正 後 1,003 66 4,016 5,085 152 5,237 

292 532 
補 正 前 773 56 3,724 

532 
4,553 152 4,705 

比 較 230 10 
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２　給料及び手当等の増減額の明細

その他の増減分  △ 13,120 
職員の変動及びその他
の減

退職手当の増減分  △ 38,236 
職員の変動及びその他
の減

その他の増減分  △ 6,325 
職員の変動及びその他
の減

増　減　事　由　別　内　訳
説　　　　明 備 考

（千円） （千円）

給　　　料 △ 6,325 

手　当　等 △ 51,356 

区　　　分
増　 減 　額
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３　給料及び手当等の状況

　(3) 級別職員数

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

 ※（　　）内は再任用短時間勤務職員（外数）

計 計
112 100   

再 任 用 再 任 用
5 4.5 

1　　 級 14 12.5 

2　　 級 32 28.6 

3　 　級 20 17.8 

4　　 級 31 27.7 

5　　 級

7　 　級 2 1.8 2　　 級

令 和 5 年 11 月 1 日

現 在

8　　 級 1 0.9 3　 　級

6　   級 7 6.2 1　　 級

区　　　　分
事　　務　　・　　技　　術 そ　　　　　の　　　　　他

級 職員数(人) 構成比(％) 級 職員数(人) 構成比(％)
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債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

（追 加）

前年度末までの支払 当該年度以降の支払
左の財源内訳

義務発生（見込）額 義務発生予定額
事 項 限 度 額

期 間 金 額 期 間 金 額 企 業 債 自己資金

千円 千円 千円 千円 千円

令和 5 年度
から配水施設事業費 182,700 182,700 149,400 33,300令和 6 年度
まで
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令和５年度函館市水道事業会計予定貸借対照表（当年度分）

（令和 6年 3 月31日）

資 産 の 部

1 固 定 資 産

千円

(1) 水道事業有形固定資産 69,968,616

千円

減 価 償 却 累 計 額 △37,747,182 32,221,434

(2) 温泉事業有形固定資産 711,154

減 価 償 却 累 計 額 △ 353,748 357,406

(3) 売電事業有形固定資産 452,647

減 価 償 却 累 計 額 △ 173,435 279,212

千円

有 形 固 定 資 産 合 計 32,858,052

(4) 投 資 そ の 他 の 資 産

イ 投 資 有 価 証 券 1,000

ロ 出 資 金 3,291

投資その他の資産合計 4,291

千円

固 定 資 産 合 計 32,862,343

2 流 動 資 産

(1) 現 金 預 金 4,080,692

(2) 未 収 金 487,996
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千円 千円

貸 倒 引 当 金 △ 6,120 481,876

千円

流 動 資 産 合 計 4,562,568

資 産 合 計 37,424,911

負 債 の 部

3 固 定 負 債

(1) 企 業 債 17,821,152

(2) 引 当 金

イ 退 職 給 付 引 当 金 1,172,489

引 当 金 合 計 1,172,489

固 定 負 債 合 計 18,993,641

4 流 動 負 債

(1) 企 業 債 1,119,910

(2) 未 払 金 1,107,623

(3) 引 当 金

イ 賞 与 引 当 金 60,406

ロ 法 定 福 利 費 引 当 金 12,718

引 当 金 合 計 73,124

(4) 下 水 道 使 用 料 預 り 金 70,583

(5) そ の 他 流 動 負 債 10,208
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千円

流 動 負 債 合 計 2,381,448

5 繰 延 収 益

千円

長 期 前 受 金 8,701,688

収 益 化 累 計 額 △5,253,929

繰 延 収 益 合 計 3,447,759

負 債 合 計 24,822,848

資 本 の 部

6 資 本 金 9,795,940

7 剰 余 金

(1) 資 本 剰 余 金 255,395

(2) 利 益 剰 余 金

千円

イ 当年度未処分利益剰余金 2,550,728

利 益 剰 余 金 合 計 2,550,728

剰 余 金 合 計 2,806,123

資 本 合 計 12,602,063

負 債 資 本 合 計 37,424,911



Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記

1 　有価証券の評価基準および評価方法

(1) その他有価証券　　 　 市場価格が無いことから，取得原価としている。　 

2 　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

 　　 減価償却の方法　    定額法によっている。

  　　主な耐用年数　　　　建物　　　　　７～50年

　　　　　　　　　　　　　構築物　　　　４～80年

　　　　　　　　　　　　　機械及び装置　５～20年

3 　引当金の計上方法

(1) 貸倒引当金

　 　　債権の不納欠損による損失に備えるため，一般債権については貸倒実績率により，貸倒懸念債権

　等特定の債権については個別に回収可能性を検討し，回収不能見込額を計上している。

(2) 退職給付引当金

　 　　職員の退職手当の支給に備えるため，当年度における退職手当の期末要支給額に相当する金額を

　計上している。

(3) 賞与引当金および法定福利費引当金

　 　　職員の期末・勤勉手当の支給およびこれに係る法定福利費の支出に備えるため，当年度末におけ

　る支給（支出）見込額に基づき，当年度の負担に属する額（12月から3月までの4か月分）を計上し

　ている。

4 　その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

(1) 消費税等の会計処理

　　消費税及び地方消費税の会計処理は，税抜き方式によっている。

Ⅱ 予定貸借対照表（当年度分）に関する注記

1 　企業債の償還に係る他会計の負担

　 　予定貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して1年以内に償還

予定のものも含む）のうち，一般会計が負担すると見込まれる額は，547,985千円である。

個　別　注　記　表
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Ⅲ セグメント情報に関する注記

1 　報告セグメントの概要

　水道事業会計は，水道事業ならびに温泉事業および売電事業を運営しており，各事業で運営方針等

を決定していることから，この３つを報告セグメントとしている。

　なお，各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。

2 　報告セグメントごとの営業収益等

（単位：千円）

営業収益

営業費用

営業損益

経常損益

セグメント資産

セグメント負債

その他の項目

　　減価償却費

　　特別損失

24,455,132

4,122,716

△ 41,483

25,646

36,488,250

347,974

14,443

13,555

32,686

19,742

450,043

77,868

5,252

7,526

△ 17,189

合計

4,211,482

4,233,270

△ 21,788

46,727

37,424,911

24,822,848

32,192

1,652,954

450,633

486,618

757

売電事業

47,129

温泉事業

83,120

　令和5年度（令和5年4月1日から令和6年3月31日まで）

事 業 区 分

水 道 事 業

温 泉 事 業

売 電 事 業

事　業　の　内　容

給水区域において水道水を供給する業務

温泉を供給する業務

水道施設を用いて発電した電力を販売する業務

水道事業

4,081,233

　有形固定資産および
　　無形固定資産の増加額

　　他会計繰入金
    （収益的収入）

17,189

32,192

1,616,135

469,278

19,630

△ 1,456

757
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Ⅳ リース契約により使用する固定資産に関する注記

1 　リース会計に係る特例措置

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については，通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっている。

2 　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

　　１年以内　 21,329千円

　　１年超　　 17,889千円

　　　合計　　 39,218千円

Ⅴ その他の注記

1 　貸倒引当金の目的使用による取崩しについて

　当年度において，債権の不納欠損による損失3,668千円を処理するため，貸倒引当金3,668千円を使

用する。

2 　退職給付引当金の目的使用による取崩しについて

　 　当年度において，退職手当として17,827千円を支給するため，退職給付引当金17,827千円を使用す

　 　る。

3 　賞与引当金および法定福利費引当金の目的使用による取崩しについて

　当年度において，期末・勤勉手当の支給およびこれに係る法定福利費の支出のうち，前年度の負担

　 に属する額（12月から3月までの4か月分）として74,292千円を支給（支出）するため，賞与引当金お

よび法定福利費引当金74,292千円を使用する。
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